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成年後見制度とは

判断能力が不十分な人の生活、療養介護及び財産
管理に関する事務を本人とともに本人の支援者であ
る成年後見人等が「代理」で行うことによって、本人
の意思や自己決定を尊重しながら本人を保護する
ための法律上の制度である



キーワード：判断能力

判断能力に応じてどの制度を利用するか。

判断能力を、どのように判断するか。

成年後見制度を利用するときは

・・熊本家庭裁判所後見ガイド 診断書 診断書附票

医師による判断・・制度の利用を考えたら成年後見

制度用の診断書をとる

本人情報シート作成



どのタイミングで利用を考えるか
何かに困ってしまってから使う制度ではない。

ご本人が自ら考えられるときから利用する制度

・・自己決定の尊重

任意後見 補助 保佐から・・メリット

自分の意思を尊重される・・メリット

早い段階から考えていくと、権利擁護のためのどの制度から

利用するか考えられる

時間的な余裕・・制度の説明をしやすい



・判断能力に応じた制度の説明を考える

例）判断能力がある： 任意後見制度、法定後見制度

日常生活自立支援事業

判断能力不十分：日常生活自立支援事業、補助、保佐

制度の説明も、比較しながらできると本人にとって選

択肢が広がる

本人がどの制度を使うか考えることができるタイミング



出典：宮崎県社会福祉協議会ホームページ



制度利用を考えたらどこに相談するか

・家庭裁判所 ・公証役場

・地域包括支援センター ・中核機関 ・後見センター

・相談支援事業所

・高齢福祉課など ・障害福祉課など

・弁護士、司法書士

医療、福祉の専門職からの相談

地域住民からの相談

どこに相談したらスムーズに進むか



法定後見制度の申し立て



一部抜粋

成年後見関係事件の概況
令和４年最高裁



費用について

・法定後見申立費用

戸籍や切手、印紙代など 約2～3万円

鑑定費用 5～7万円

令和４年度鑑定は申立て件数の 約４．９％

・後見人等の報酬

受任一年後に、財産管理や身上保護事務を報告し

家庭裁判所が報酬を判断する

・任意後見報酬は契約で決める



成年後見制度利用支援事業

市町村は、申立費用の補助や後見人等の報酬助成

ができる

各市町村は要綱で定めている。

利用範囲を拡大している

成年後見制度利用支援事業は、介護保険の地域支
援事業の任意事業である。障害者総合支援法の地域
生活支援事業の事業である。



法定後見利用申立の流れ
家庭裁判所への申立 書類の準備、診断書等

↓

調査・鑑定・・鑑定は必要に応じて行なわれる

↓

審理 ・・家裁による面接など

判断能力の確認

↓

審判

↓

異議申し立て期間１４日間→審判確定

⇒後見等の仕事開始

こ
の
期
間
約
１
～
６
ヶ
月



診断書・鑑定書 ～医師との連携～

制度の利用を考え始めたら主治医にも相談しましょう。

医師も準備と情報が必要

成年後見制度用診断書・附票

かかりつけ医との連携

主治医に情報提供を行う、本人情報シート

熊本家庭裁判所、後見ガイドで検索

→後見制度利用に関する様々な書式が確認で

きる。ダウンロードもできる。



後見人等が選任されたとき

・後見人等の動き

関係機関等のSWなどのこれまで関わってきた方に連絡を取る。

情報を聞く、本人と面会をする。本人と話をする

今後の財産管理、身上保護の計画をたてる

・関係者の動き

後見人等と連絡を取る。情報提供

登記事項証明書の確認（類型や個人により後見事務の内容

が異なるので、よく確認する）

契約、預かっていたものを引き継ぐ



後見人等の確認

この人は本当に後見人かな？

利用者の代理人として契約していい人かな？

確認してください！

後見人は登記されます

登記事項証明書（資料）で確認してください。

補助、保佐、後見類型や個別にできることが異なる。



後見人等との日常的な連携

・面会時に、日常的な生活の様子を教えて欲しい

・何か変化があったときに電話で連絡して欲しい

・第三者後見人は仕事をしている人がほとんどです。すぐ

に電話に出られないこともあります。折り返します。

・ご本人のために医療や福祉サービスについての情報を教えて

欲しい。

・ケース会議への参加。声掛けして欲しい

後見人も、皆さんと一緒に

ご本人を支援するチームの一員です



任意後見制度



任意後見制度の利用状況に関する調査について

成年後見制度利用促進専門家会議第４回中間検証

ワーキンググループ

～法務省における制度の周知、不正防止の取り組みの

現状等（資料４）を抜粋～









後見制度の動き



成年後見制の利用の促進に関する法律
平成２８年度制定、同年５月１３日施行

第一期基本計画

①メリットを実感できる制度・運用の改善

②権利擁護支援の地域連携ネットワーク作り

③不正防止の徹底と利用しやすさの調和

①から考えると、自己決定による任意後見の利用促進が重
要であるとされた
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〇地域共生社会の実現に向けて、権利擁護支援を推進する。

〇成年後見制度利用促進は、全国どの地域においても、制度の利用を必要と
する人が、尊厳のある本人らしい生活を継続することができる体制を整備して、
本人の地域社会への参加の実現を目指すものである。

以下を基本として成年後見制度の運用改善等に取り組む。

①本人の自己決定権を尊重し、意思決定支援・身上保護も重視した制度の運
用とすること。

②成年後見制度を利用する本人にとっての必要性や、成年後見制度以外に
権利擁護支援による対応の可能性も考慮された上で、適切に成年後見制度
が利用されるよう、連携体制を整備すること。

③成年後見制度以外の権利擁護支援策を総合的に充実すること。任意後見
制度や補助・保佐類型が利用される取組を進めること。不正防止等の方策を
推進すること。

〇福祉と司法の連携強化により、必要な人が必要な時に、司法による権利擁
護支援などを適切に受けられるようにしていく必要がある。

成年後見制度利用促進にあたっての基本的な考え方

引用：厚生労働省「成年後見制度利用促進・総合的な権利擁護支援に係る地域巡回自治体セミナー 行政説明資料」



出典：厚生労働省「権利擁護支援の地域連携ネットワークについて」
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権利擁護支援の地域連携ネットワーク



第二期成年後見制度利用促進基本計画



アンケートから

・後見人と被後見人との関係がうまくいかない時どう対応するのか。

後見人の交代

・金銭的に余裕がない、厳しい状況の方の申し立てをどうするか

市町村長申し立て ⇒ 成年後見制度利用支援事業の利用

申し立て費用と後見人の報酬等を助成してもらう

成年後見制度の制度改正が考えられている





小泉法相は１３日午前の閣議後記者会見で、認知症の人らの財産管理などを行
う「成年後見制度」の見直しに向けた民法改正について、１５日に開く法制審議会
（法相の諮問機関）に諮問すると発表した。制度を一度利用すると原則やめられな
い現行制度を見直し、必要性に応じた利用期間の設定や後見人らの柔軟な交代を
可能とする仕組み作りなどが論点となる見通しだ。

一般的に制度利用後は利用者が亡くなるまで続き、遺産分割などの問題が解決し
ても、判断能力が回復しない限り後見人らを解任できない。弁護士ら専門職が務め
ることの多い後見人の場合、月数万円が相場とされる報酬も支払い続ける必要が
ある。
このため、問題が解決するなどして支援を受ける必要がなくなれば、いったん終了
させる仕組みなどを検討する。利用者のニーズに対応できるよう後見人らを交代し
やすくし、社会福祉士などに交代可能とする案も出ている。利用者の自己決定権が
必要以上に制限されないよう同意要件や代理権の範囲も課題となるとみられる。後
見人らの報酬のあり方も議論になる見込みだ。
最高裁判所によると、成年後見制度利用者は２０２２年末時点で約２４万５０００人。
認知症の高齢者が約６００万人と推計される中で利用の低調さが際立っており、使
いやすい制度とすることで利用拡大を図る。

読売新聞ストーリー 2024.2.14



権利擁護のための地域づくり

自分たちの地域を育てていく

・すべての住民の権利擁護のため

・権利擁護のための制度の担い手育成

市民後見人養成

職能団体との連携

医療、福祉、行政、地域の連携

二期計画のモデル事業

自分たちの地域は、自分たちで考えて作っていく



まとめ

・自分たちの地域の権利擁護を形作ると考え

それぞれの機関、個人ができることは何か考え

る。地域福祉の考えである。
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